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(57)【要約】
　下記式（１）で表される溶媒と、アントラセン誘導体
を含有する有機エレクトロルミネッセンス材料組成物。
　式中、環Ａは、炭素数４～８の、脂肪族環又は芳香族
環である。Ｒ１は環Ａ上の置換基であり、Ｒ２及びＲ３

は、環Ａ上の隣接する炭素に結合した置換基である。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記式（１）で表される溶媒と、アントラセン誘導体を含有する有機エレクトロルミネ
ッセンス材料組成物。
【化３５】

（式中、環Ａは、炭素数４～８の、脂肪族環又は芳香族環である。
　Ｒ１は環Ａ上の置換基であり、環Ａ上に複数存在してもよく、それぞれ、水素原子、置
換もしくは無置換の炭素数１～１０のアルキル基、置換もしくは無置換のシクロアルキル
基、置換もしくは無置換の炭素数１～１０のアルコキシ基、置換もしくは無置換の環形成
炭素数６～１０のアリール基、置換もしくは無置換の炭素数７～１１のアラルキル基、置
換もしくは無置換の環形成原子数６～１０のアリールオキシ基、置換もしくは無置換の環
形成原子数６～１０のアリールチオ基、置換もしくは無置換の炭素数１～１０のアルコキ
シカルボニル基、置換もしくは無置換のシリル基、カルボキシ基、ハロゲン原子、シアノ
基、ニトロ基である。
　Ｒ２及びＲ３は、環Ａ上の隣接する炭素に結合した置換基であり，それぞれ独立に、置
換もしくは無置換の炭素数１～１０のアルキル基、置換もしくは無置換の炭素数１～１０
のアルケニル基、置換もしくは無置換のシクロアルキル基、置換もしくは無置換のシクロ
アルケニル基、置換もしくは無置換の炭素数１～１０のアルコキシ基、置換もしくは無置
換の環形成炭素数６～１０のアリール基、置換もしくは無置換の炭素数７～１１のアラル
キル基、置換もしくは無置換の環形成原子数６～１０のアリールオキシ基、置換もしくは
無置換の環形成原子数６～１０のアリールチオ基、置換もしくは無置換の炭素数１～１０
のアルコキシカルボニル基、置換もしくは無置換のシリル基、カルボキシ基、ハロゲン原
子、シアノ基、ニトロ基である。Ｒ２及びＲ３は、連結して環を形成してもよい。）
【請求項２】
　前記環Ａが炭素数６の炭化水素環である請求項１に記載の有機エレクトロルミネッセン
ス材料組成物。
【請求項３】
　前記Ｒ２及びＲ３が、互いに連結して環を形成し、
　前記環が、置換もしくは無置換の炭素数４～１０の炭化水素環、又は置換もしくは無置
換の炭素数２～１０の複素環である、請求項１又は２に記載の有機エレクトロルミネッセ
ンス材料組成物。
【請求項４】
　前記Ｒ２及びＲ３が形成する環が、置換もしくは無置換の、シクロペンタン、シクロペ
ンテン、シクロペンタジエン、ベンゼン、シクロヘキサジエン、シクロヘキサン、シクロ
ヘプタトリエン、シクロヘプタジエン、シクロヘプテン、又はシクロヘプタンである、請
求項１～３のいずれかに記載の有機エレクトロルミネッセンス材料組成物。
【請求項５】
　前記Ｒ１～Ｒ３が、それぞれ置換もしくは無置換の炭素数１～１０のアルキル基である
請求項１又は２に記載の有機エレクトロルミネッセンス材料組成物。
【請求項６】
　前記アントラセン誘導体の分子量が、４０００以下である請求項１～５のいずれかに記
載の有機エレクトロルミネッセンス材料組成物。
【請求項７】



(3) JP WO2010/032447 A1 2010.3.25

10

20

30

40

50

　前記アントラセン誘導体が、下記式（３）で表される化合物である請求項６に記載の有
機エレクトロルミネッセンス材料組成物。
【化３６】

（式中、Ａｒ１は置換もしくは無置換の環形成炭素数１０～５０の縮合芳香族基である。
　Ａｒ２は置換もしくは無置換の環形成炭素数６～５０の芳香族基である。
　Ｘ１～Ｘ３はそれぞれ、置換もしくは無置換の環形成炭素数６～５０の芳香族基、置換
もしくは無置換の環形成原子数５～５０の芳香族複素環基、置換もしくは無置換の炭素数
１～５０のアルキル基、置換もしくは無置換の炭素数１～５０のアルコキシ基、置換もし
くは無置換の炭素数６～５０のアラルキル基、置換もしくは無置換の環形成原子数５～５
０のアリールオキシ基、置換もしくは無置換の環形成原子数５～５０のアリールチオ基、
置換もしくは無置換の炭素数１～５０のアルコキシカルボニル基、カルボキシ基、ハロゲ
ン原子、シアノ基、ニトロ基、ヒドロキシル基である。
　ａ、ｂ及びｃは、それぞれ０～４の整数である。
　ｎは１～３の整数である。また、ｎが２以上の場合は、［　］内は、同じでも異なって
いてもよい。）
【請求項８】
　さらに、１種以上のドーパントを含有する請求項１～７のいずれかに記載の有機エレク
トロルミネッセンス材料組成物。
【請求項９】
　前記ドーパントが、下記式（８）で表されるスチリルアミン誘導体である請求項８に記
載の有機エレクトロルミネッセンス材料組成物。

【化３７】

（式中、Ａｒ１１は、ベンゼン、ビフェニル、テルフェニル、スチルベン又はジスチリル
アレーンに対応する残基であり、Ａｒ１２及びＡｒ１３は、それぞれ水素原子又は炭素数
が６～２０の芳香族基であり、Ａｒ１２及びＡｒ１３は置換されていてもよい。ｐは、１
～４の整数である。Ａｒ１１～Ａｒ１３のうち少なくとも一つは、スチリル基又はスチリ
ル基を有する基である。）
【請求項１０】
　前記ドーパントが、式（９）に示されるアリールアミン誘導体である請求項８に記載の
有機エレクトロルミネッセンス材料組成物。
【化３８】

（式中、Ａｒ１４は、置換又は無置換の環形成炭素数５～４０のアレーンに対応する残基
である。Ａｒ１５及びＡｒ１６はそれぞれ、置換又は無置換の環形成炭素数５～４０のア
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リール基である。ｑは、１～４の整数である。）
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれかに記載の有機エレクトロルミネッセンス材料組成物を、基体
上に塗布して製膜した後、膜の溶媒を取り除くことにより薄膜を形成する薄膜形成方法。
【請求項１２】
　陽極と陰極と、
　前記陽極と陰極の間に、発光層を含む一層以上の有機薄膜層を有し、
　前記有機薄膜層の少なくとも一層が請求項１１に記載の形成方法で得た薄膜である有機
エレクトロルミネッセンス素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機エレクトロルミネッセンス材料を含有する塗布液（組成物）に関する。
例えば、有機エレクトロルミネッセンス素子を構成する有機薄膜を塗布法で形成するにあ
たって用いられる有機エレクトロルミネッセンス材料含有溶液に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機エレクトロルミネッセンス（ＥＬ）素子は、電界を印加することにより、陽極より
注入された正孔と陰極より注入された電子の再結合エネルギーにより蛍光物質が発光する
原理を利用した自発光素子である。
　このような有機ＥＬ素子を構成する材料として、低分子有機ＥＬ材料が知られている。
　低分子有機ＥＬ材料としては、トリス（８－キノリノール）アルミニウム錯体等のキレ
ート錯体、クマリン錯体、テトラフェニルブタジエン誘導体、ビススチリルアリーレン誘
導体、オキサジアゾール誘導体等の発光材料が知られており、それらは青色から赤色まで
の可視領域の発光が得られることが報告されており、カラー表示素子の実現が期待されて
いる。
【０００３】
　有機ＥＬ材料の成膜は従来、蒸着法が適用されてきたが、製造工程の煩雑さ、材料利用
効率の低さ等の問題があり、近年、塗布法による成膜が用いられるようになってきた。
　例えば、特許文献１では、溶媒に溶解された有機ＥＬ材料を使用して有機ＥＬ材料の薄
膜を形成している。この塗布法によれば、有機ＥＬ材料の薄膜を簡易かつ低コストに成膜
することができ、色の区分も容易になるという利点がある。
　しかしながら、塗布法は、一般に高分子有機ＥＬ材料の成膜に用いられるが、高分子有
機ＥＬ材料は、合成経路が複雑で、高純度精製も困難である。そのため、発光効率、寿命
、色純度等に優れた高分子有機ＥＬ材料は、未だ知られていない。特に、青色発光の高分
子有機ＥＬ材料は、青色発光の低分子有機ＥＬ材料と比較して性能が低い。
【０００４】
　そこで、低分子有機ＥＬ材料を塗布法で成膜することが検討されている。塗布法にて有
機ＥＬ材料の薄膜を成膜するにあたっては、有機ＥＬ材料を溶液に溶解させる必要がある
。
　高分子有機ＥＬ材料の場合、トルエン、キシレン、テトラリン等の溶媒に溶解させた塗
布用組成物が一般に知られている（例えば、特許文献２参照。）。
　しかしながら、低分子有機ＥＬ材料は、これら溶媒に対する溶解度が低く、高濃度で塗
布液を調製することは不可能である。従って、低分子有機ＥＬ材料を溶解させた塗布液に
は、溶解度や粘度等の問題点があった。
【０００５】
　一方、インクプリント法やノズルジェット法等の塗布法で有機ＥＬ材料を成膜する場合
、シクロヘキシルベンゼン、３－イソプロピルビフェニル、２，３－ジヒドロベンゾフラ
ン等が、溶媒として高分子有機ＥＬ材料に適用されることが開示されている（特許文献３
，４参照。）。しかしながら、これら溶媒は極性が比較的高いために吸水性が高く、調製
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された塗布液中の水分量が時間経過に伴い増加する懸念がある。製膜後の薄膜に水分が残
存すると、有機ＥＬ素子の性能を著しく低下することがあるため、塗布法によって成膜さ
れる膜中にはもとより、それに用いられる塗布液中にも水分は少ないことが好ましい。上
記溶媒を使用した塗布液では、塗布液中の水分量が増加しやすく、それによる素子の性能
が低下しやすいという懸念がある。
【０００６】
　このような状況の下、本発明者は低分子系材料でも塗布法による成膜ができることを見
出している（特許文献５参照。）。しかしながら、塗布液において低分子系材料の濃度を
より高めることが好ましい。また、塗布用組成物の保存安定性が悪いため、得られる素子
の性能が低下する場合があり、さらなる改良が必要であった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００３－２２９２５６号公報
【特許文献２】国際公開ＷＯ２０００／０５９２６７
【特許文献３】特許第３８９６８７６号
【特許文献４】特開２００４－１７９１４４号公報
【特許文献５】特開２００６－１９０７５９号公報
【発明の概要】
【０００８】
　上述のとおり、発光効率、寿命、色純度等の点で非常に優れた低分子有機ＥＬ材料を、
塗布法によって成膜することが、簡易かつ低コストでの薄膜形成のために望まれている。
しかしながら、これまで長期保存安定性に優れた有機ＥＬ材料組成物は見出されていない
。長期保存安定性に優れた有機ＥＬ材料組成物を見出すことが出来れば、有機ＥＬ素子の
安定製造が可能となり、有機ＥＬ材料の本格的実用化が期待できる。
　本発明の目的は、簡易かつ低コストで薄膜形成が可能な塗布法により有機ＥＬ薄膜を成
膜することができ、かつ長期保存安定性に優れた所望の濃度の有機ＥＬ材料組成物を提供
することを目的とする。
【０００９】
　本発明者らは鋭意研究を重ねた結果、所定の構造を有する溶媒が、思いがけず有機ＥＬ
材料であるアントラセン誘導体を高濃度で溶解することを見出した。また、上記溶媒とア
ントラセン誘導体を組み合わせた組成物が、長期間の保存において物性変化が極めて小さ
く、また、この組成物を用いて作製した素子の寿命が、組成物の保存期間の影響を殆ど受
けないことを見出し、本発明を完成させた。
　本発明によれば、以下の有機ＥＬ材料組成物等が提供される。
１．下記式（１）で表される溶媒と、アントラセン誘導体を含有する有機エレクトロルミ
ネッセンス材料組成物。
【化１】

（式中、環Ａは、炭素数４～８の、脂肪族環又は芳香族環である。
　Ｒ１は環Ａ上の置換基であり、環Ａ上に複数存在してもよく、それぞれ、水素原子、置
換もしくは無置換の炭素数１～１０のアルキル基、置換もしくは無置換のシクロアルキル
基、置換もしくは無置換の炭素数１～１０のアルコキシ基、置換もしくは無置換の環形成
炭素数６～１０のアリール基、置換もしくは無置換の炭素数７～１１のアラルキル基、置
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換もしくは無置換の環形成原子数６～１０のアリールオキシ基、置換もしくは無置換の環
形成原子数６～１０のアリールチオ基、置換もしくは無置換の炭素数１～１０のアルコキ
シカルボニル基、置換もしくは無置換のシリル基、カルボキシ基、ハロゲン原子、シアノ
基、ニトロ基である。
　Ｒ２及びＲ３は、環Ａ上の隣接する炭素に結合した置換基であり，それぞれ独立に、置
換もしくは無置換の炭素数１～１０のアルキル基、置換もしくは無置換の炭素数１～１０
のアルケニル基、置換もしくは無置換のシクロアルキル基、置換もしくは無置換のシクロ
アルケニル基、置換もしくは無置換の炭素数１～１０のアルコキシ基、置換もしくは無置
換の炭素数６～１０の環形成炭素数アリール基、置換もしくは無置換の炭素数７～１１の
アラルキル基、置換もしくは無置換の環形成原子数６～１０のアリールオキシ基、置換も
しくは無置換の環形成原子数６～１０のアリールチオ基、置換もしくは無置換の炭素数１
～１０のアルコキシカルボニル基、置換もしくは無置換のシリル基、カルボキシ基、ハロ
ゲン原子、シアノ基、ニトロ基である。Ｒ２及びＲ３は、連結して環を形成してもよい。
）
２．前記環Ａが炭素数６の炭化水素環である１に記載の有機エレクトロルミネッセンス材
料組成物。
３．前記Ｒ２及びＲ３が、互いに連結して環を形成し、前記環が、置換もしくは無置換の
炭素数４～１０の炭化水素環、又は置換もしくは無置換の炭素数２～１０の複素環である
、１又は２に記載の有機エレクトロルミネッセンス材料組成物。
４．前記Ｒ２及びＲ３が形成する環が、置換もしくは無置換の、シクロペンタン、シクロ
ペンテン、シクロペンタジエン，ベンゼン、シクロヘキサジエン，シクロヘキサン，シク
ロヘプタトリエン，シクロヘプタジエン，シクロヘプテン，シクロヘプタンである、１～
３のいずれかに記載の有機エレクトロルミネッセンス材料組成物。
５．前記Ｒ１～Ｒ３が、それぞれ置換もしくは無置換の炭素数１～１０のアルキル基であ
る１又は２に記載の有機エレクトロルミネッセンス材料組成物。
６．前記アントラセン誘導体の分子量が、４０００以下である１～５のいずれかに記載の
有機エレクトロルミネッセンス材料組成物。
７．前記アントラセン誘導体が、下記式（３）で表される化合物である６に記載の有機エ
レクトロルミネッセンス材料組成物。
【化２】

（式中、Ａｒ１は置換もしくは無置換の環形成炭素数１０～５０の縮合芳香族基である。
　Ａｒ２は置換もしくは無置換の環形成炭素数６～５０の芳香族基である。
　Ｘ１～Ｘ３はそれぞれ、置換もしくは無置換の環形成炭素数６～５０の芳香族基、置換
もしくは無置換の環形成原子数５～５０の芳香族複素環基、置換もしくは無置換の炭素数
１～５０のアルキル基、置換もしくは無置換の炭素数１～５０のアルコキシ基、置換もし
くは無置換の炭素数６～５０のアラルキル基、置換もしくは無置換の環形成原子数５～５
０のアリールオキシ基、置換もしくは無置換の環形成原子数５～５０のアリールチオ基、
置換もしくは無置換の炭素数１～５０のアルコキシカルボニル基、カルボキシ基、ハロゲ
ン原子、シアノ基、ニトロ基、ヒドロキシル基である。
　ａ、ｂ及びｃは、それぞれ０～４の整数である。
　ｎは１～３の整数である。また、ｎが２以上の場合は、［　］内は、同じでも異なって
いてもよい。）
８．さらに、１種以上のドーパントを含有する１～７のいずれかに記載の有機エレクトロ
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９．前記ドーパントが、下記式（８）で表されるスチリルアミン誘導体である８に記載の
有機エレクトロルミネッセンス材料組成物。
【化３】

（式中、Ａｒ１１は、ベンゼン、ビフェニル、テルフェニル、スチルベン又はジスチリル
アレーンに対応する残基であり、Ａｒ１２及びＡｒ１３は、それぞれ水素原子又は炭素数
が６～２０の芳香族基であり、Ａｒ１２及びＡｒ１３は置換されていてもよい。ｐは、１
～４の整数である。Ａｒ１１～Ａｒ１３のうち少なくとも一つは、スチリル基又はスチリ
ル基を有する基である。）
１０．前記ドーパントが、式（９）に示されるアリールアミン誘導体である８に記載の有
機エレクトロルミネッセンス材料組成物。
【化４】

（式中、Ａｒ１４は、置換又は無置換の環形成炭素数５～４０のアレーンに対応する残基
である。Ａｒ１５及びＡｒ１６はそれぞれ、置換又は無置換の環形成炭素数５～４０のア
リール基である。ｑは、１～４の整数である。）
１１．上記１～１０のいずれかに記載の有機エレクトロルミネッセンス材料組成物を、基
体上に塗布して製膜した後、膜の溶媒を取り除くことにより薄膜を形成する薄膜形成方法
。
１２．陽極と陰極と、前記陽極と陰極の間に、発光層を含む一層以上の有機薄膜層を有し
、前記有機薄膜層の少なくとも一層が１１に記載の形成方法で得た薄膜である有機エレク
トロルミネッセンス素子。
【００１０】
　本発明によれば、保存安定性のよい有機ＥＬ材料組成物が提供できる。これにより、調
製後長期間経過した組成物にて有機ＥＬ素子を作製しても、調製直後と同等の性能を有す
る素子が製造できる。即ち、組成物の経時変化が極めて小さいことから、有機ＥＬ素子の
安定製造が可能となる。
　また、有機ＥＬ材料組成物により、簡易かつ低コストで薄膜形成が可能な塗布法を採用
することができ、均質性の高い有機薄膜を安定的に成膜することができる。従って、有機
ＥＬ素子の品質を安定することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明の有機ＥＬ材料組成物は、下記式（１）で表される溶媒とアントラセン誘導体を
含有する。
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【化５】

【００１２】
　式（１）において環Ａは、脂肪族環又は芳香族環であって、炭素数が４～８の環である
。
　環Ａは、好ましくはシクロペンタン、シクロペンテン、シクロペンタジエン、ベンゼン
、シクロヘキサン、シクロヘキセン、シクロヘキサジエン、シクロヘプタン、シクロヘプ
テン、シクロヘプタジエンである。
　より好ましくは炭素数６の炭化水素環であり、具体的には、ベンゼン、シクロヘキサン
、シクロヘキセン、シクロヘキサンジエンが挙げられる。
【００１３】
　Ｒ１は環Ａ上の置換基であり、環Ａ上に複数存在してもよい。Ｒ１はそれぞれ、水素原
子、置換もしくは無置換の炭素数１～１０のアルキル基、置換もしくは無置換のシクロア
ルキル基、置換もしくは無置換の炭素数１～１０のアルコキシ基、置換もしくは無置換の
環形成炭素数６～１０のアリール基、置換もしくは無置換の炭素数７～１１のアラルキル
基、置換もしくは無置換の環形成原子数６～１０のアリールオキシ基、置換もしくは無置
換の環形成原子数６～１０のアリールチオ基、置換もしくは無置換の炭素数１～１０のア
ルコキシカルボニル基、置換もしくは無置換のシリル基、カルボキシ基、ハロゲン原子、
シアノ基、ニトロ基である。
【００１４】
　炭素数１～１０のアルキル基としては、例えば、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基
、ｉｓｏ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｉｓｏ－ブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔ-ブチ
ル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オクチル基、ｎ－ノニル
基、ｎ－デシル基等が好ましい。
　シクロアルキル基としては、例えば、シクロプロピル基、シクロブチル基、シクロペン
チル基、シクロヘキシル基、シクロヘプチル基、シクロオクチル基、シクロノニル基、シ
クロデシル基等が好ましい。
　炭素数１～１０のアルコキシ基としては、例えば、メトキシ基、エトキシ基、プロポキ
シ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、ヘプチルオキシ基、オクチル
オキシ基、ノニルオキシ基、デシルオキシ基等が好ましい。
　置換もしくは無置換の環形成炭素数６～１０のアリール基としては、例えば、フェニル
基、メチルフェニル基、ジメチルフェニル基、エチルフェニル基、トリメチルフェニル基
、プロピルフェニル基、テトラメチルフェニル基、ジエチルフェニル基、ブチルフェニル
基、インデニル基、インダニル基、ナフチル基等が好ましい。
　炭素数７～１１のアラルキル基としては、例えば、ベンジル基、フェニルエチル基、フ
ェニルプロピル基、フェニルブチル基、インデニルメチル基、インダニルメチル基、ナフ
チルメチル基等が好ましい。
　置換もしくは無置換の環形成原子数６～１０のアリールオキシ基としては、例えば、フ
ェノキシ基、ベンジルオキシ基、メチルフェノキシ基、ジメチルフェノキシ基、エチルフ
ェノキシ基、トリメチルフェノキシ基、プロピルフェノキシ基、テトラメチルフェノキシ
基、ジエチルフェノキシ基、ブチルフェノキシ基、オキシナフチル基、オキシインダニル
基、オキシインデニル基等が好ましい。
　置換もしくは無置換の環形成原子数６～１０のアリールチオ基としては、例えば、チオ
フェニル基、チオベンジル基、チオメチルフェニル基、チオジメチルフェニル基、チオエ
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チルフェニル基、チオトリメチルフェニル基、チオプロピルフェニル基、チオテトラメチ
ルフェニル基、チオジエチルフェニル基、チオブチルフェニル基、チオナフチル基、チオ
インデニル基、チオインダニル基等が好ましい。
　炭素数１～１０のアルコキシカルボニル基としては、例えば、メトキシカルボニル基、
エトキシカルボニル基、プロポキシカルボニル基、ブトキシカルボニル基、ペンチルオキ
シカルボニル基、ヘキシルオキシカルボニル基、ヘプチルオキシカルボニル基、オクチル
オキシカルボニル基、ノニルオキシカルボニル基等が好ましい。
　置換もしくは無置換のシリル基としては、例えば、トリメチルシリル基、トリメトキシ
シリル基、トリエチルシリル基、トリエトキシシリル基、クロロジメチルシリル基、トリ
－ｉｓｏ－プロピルシリル基、トリ－ｉｓｏ－プロポキシシリル基等が好ましい。
【００１５】
　上記の基が置換基を有する場合、置換基としては、上述した置換もしくは無置換の炭素
数１～１０のアルキル基、置換もしくは無置換のシクロアルキル基、置換もしくは無置換
の炭素数１～１０のアルコキシ基、置換もしくは無置換の炭素数６～１０のアラルキル基
、置換もしくは無置換の環形成原子数６～１０のアリールオキシ基、置換もしくは無置換
の環形成原子数６～１０のアリールチオ基、置換もしくは無置換の炭素数１～１０のアル
コキシカルボニル基、置換もしくは無置換のシリル基、カルボキシ基、ハロゲン原子、シ
アノ基、ニトロ基又はヒドロキシル基が挙げられる。
【００１６】
　Ｒ２及びＲ３は、環Ａ上の隣接する炭素に結合した置換基であり、それぞれ独立に、置
換もしくは無置換の炭素数１～１０のアルキル基、置換もしくは無置換の炭素数１～１０
のアルケニル基、置換もしくは無置換のシクロアルキル基、置換もしくは無置換のシクロ
アルケニル基、置換もしくは無置換の炭素数１～１０のアルコキシ基、置換もしくは無置
換の環形成炭素数６～１０のアリール基、置換もしくは無置換の炭素数６～１０のアラル
キル基、置換もしくは無置換の環形成原子数６～１０のアリールオキシ基、置換もしくは
無置換の環形成原子数６～１０のアリールチオ基、置換もしくは無置換の炭素数１～１０
のアルコキシカルボニル基、置換もしくは無置換のシリル基、カルボキシ基、ハロゲン原
子、シアノ基、ニトロ基である。
　尚、各置換基の具体例は、上記Ｒ１と同様である。
【００１７】
　置換もしくは無置換の炭素数１～１０のアルケニル基としては、例えば、エテニル基、
プロペニル基、ブテニル基、ペンテニル基、ペンタジエニル基、ヘキセニル基、ヘキサジ
エニル基、ヘプテニル基、オクテニル基、オクタジエニル基、２－エチルヘキセニル基、
デセニル基等が好ましい。
　シクロアルケニル基としては、例えば、シクロブテニル基、シクロペンテニル基、シク
ロペンタジエニル基、シクロヘキセニル基、シクロヘキサジエニル基、シクロヘプテニル
基、シクロオクテニル基、シクロオクタジエニル基等が好ましい。
　上記の基が置換基を有する場合の置換基の例は、上記Ｒ１と同様である。
【００１８】
　Ｒ２及びＲ３は、連結して環を形成してもよい。環としては、置換もしくは無置換の炭
素数４～１０の炭化水素環、又は置換もしくは無置換の炭素数２～１０の複素環が好まし
い。
　具体的には、置換もしくは無置換の炭素数４～１０のシクロアルカン、置換もしくは無
置換の炭素数４～１０のシクロアルケン、置換もしくは無置換の炭素数３～１０のシクロ
オキシアルカン、置換もしくは無置換の炭素数３～１０のシクロオキシアルケン、置換も
しくは無置換の炭素数３～１０のシクロチオアルカン、置換もしくは無置換の炭素数３～
１０のシクロチオアルケン、置換もしくは無置換の炭素数３～１０のシクロアザアルカン
、置換もしくは無置換の炭素数３～１０のシクロアザアルケン、置換もしくは無置換の環
形成原子数６～１０の芳香族環、置換もしくは無置換の環形成原子数５～１０の含酸素芳
香族環、置換もしくは無置換の環形成原子数５～１０の含硫黄芳香族環、置換もしくは無
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置換の環形成原子数５～１０の含窒素芳香族環が挙げられる。
【００１９】
　これらのなかでも、置換もしくは無置換の、シクロペンタン、シクロペンテン、シクロ
ペンタジエン、ベンゼン、シクロヘキサジエン、シクロヘキサン、シクロヘプタトリエン
、シクロヘプタジエン、シクロヘプテン、シクロヘプタンが好ましい。
【００２０】
　式（１）で表される溶媒の具体例としては、インデン、インダン、２－メチルアニソー
ル、３ａ，４，７，７ａ－テトラヒドロインデン、２－エチルトルエン、１，２－メチレ
ンジオキシベンゼン、２，３－ジヒドロベンゾフラン、１，２，４－トリメチルベンゼン
、１，２，３－トリメチルベンゼン、２－エチルアニソール、２，５－ジメチルアニソー
ル、２，３－ジヒドロ－２－メチルベンゾフラン、１，２，３，５－テトラメチルベンゼ
ン、１，２－ジヒドロナフタレン、トリシクロ［６．２．１．０（２，７）］ウンデカ－
４－エン、４－ｔｅｒｔ－ブチル－ｏ－キシレン、１，４－ジヒドロナフタレン、２，５
－ジメトキシトルエン、１－アセチル－１，２，３，４－テトラヒドロキノリン、Ｎ－メ
チルインドール、２－イソプロピルナフタレン、フタル酸ジメチル、２，６－ジメチルア
ニソール、酢酸２－エチルフェニル、酢酸ｏ－トリル、３，４－ジヒドロ－１Ｈ－２－ベ
ンゾピラン、６－メトキシ－１，２，３，４－テトラヒドロナフタレン、５，６，７，８
－テトラヒドロイソキノリン、テトラヒドロジシクロペンタジエン等が挙げられる。
【００２１】
　式（１）に示すような環状構造を主骨格として有し、その１位及び２位の位置、あるい
は環状骨格中の隣接する二元素に、それぞれ置換基が導入された構造を有する溶媒を用い
ることにより、アントラセン誘導体の溶解度を高めることができる。従って、所望の濃度
のアントラセン誘導体含有溶液が得られる。
　また、有機ＥＬ材料組成物の物性及び成膜性に対する経時変化が極めて少なく、本組成
物によって得られる薄膜の均質性が高くなる。
【００２２】
　上記の溶媒は、基本骨格に環状構造を有することから親油性に優れている。脂肪族環及
び芳香族環は、ともに親油性又は疎水性が高いが、特に芳香族六員環化合物は、より高い
親油性、疎水性を示す。従って、これら溶媒は水分含量及び／又は酸素含量が低濃度で維
持されることが期待できる。
【００２３】
　例えば、有機ＥＬ材料の組成物の評価項目の１つとして、「ポットライフ」がある。ポ
ットライフは、調製直後は均一溶液であった組成物中に、析出物が発生するまでの経過日
数を測定することにより、組成物の使用可能日数を評価する物である。長期保存安定性に
おいては、ポットライフが長いほうがよく、好ましくは２週間以上、より好ましくは１ヶ
月以上である。
　本発明の組成物はポットライフが長く、かつ物性の経時変化が極めて小さい。
【００２４】
　尚、溶媒は上記に挙げられる溶媒を単独で用いてもよく、又は二種以上を混合して用い
てもよい。また、上記以外の溶媒と混合して用いてもよい。混合溶液とする場合、溶媒全
体に占める式（１）の溶媒の含有率を２０％（重量）以上とすることが好ましく、さらに
５０％以上とすることが好ましく、特に７５％以上とすることが好ましい。アントラセン
誘導体の溶解度を高めるためには、式（１）の溶媒の割合が高い方が好ましい。
【００２５】
　本発明で使用するアントラセン誘導体は、有機ＥＬ素子材料として使用されるものであ
れば特に限定されない。本発明の目的からすれば、その分子量は４０００以下であること
が好ましい。また、有機ＥＬ素子とした際の発光効率を考慮すると、アントラセン誘導体
は、１つのアントラセン骨格の他に、３環以上のベンゼン環構造を有することが好ましい
。例えば、９，１０－ジフェニルアントラセンは、アントラセン骨格の他に２環のベンゼ
ン環を有するが、素子の発光効率が若干低い。従って、本発明で使用するアントラセン誘
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えば、ナフタレンはベンゼン環構造を２つ有するものとする。
　好ましいアントラセン誘導体としては、下記式（２）～（７）で表される化合物が挙げ
られる。
【化６】

（式中、Ａｒ及びＡｒ’は、それぞれ置換基を有していてもよい環形成炭素数６～５０の
アリール基、又は置換基を有していてもよい環形成原子数５～５０のヘテロアリール基で
あり、Ａｒ及びＡｒ’は同一ではない。
　Ｘ及びＸ’は置換基であり、それぞれ同一でも異なっていてもよい。
　Ａｒ、Ａｒ’、Ｘ及びＸ’のアリール環の合計数は、好ましくは３環以上である。
　ｓ及びｔはそれぞれ０～４の整数である。
　尚、ｓ又はｔが２以上の場合、各Ｘ及びＸ’はそれぞれ同一でも異なっていてもよい。
）
【００２６】
　下記式（３）で表される非対称アントラセン。
【化７】

【００２７】
（式中、Ａｒ１は置換もしくは無置換の環形成炭素数１０～５０の縮合芳香族基である。
　Ａｒ２は置換もしくは無置換の環形成炭素数６～５０の芳香族基である。
　Ｘ１～Ｘ３はそれぞれ、置換もしくは無置換の環形成炭素数６～５０の芳香族基、置換
もしくは無置換の環形成原子数５～５０の芳香族複素環基、置換もしくは無置換の炭素数
１～５０のアルキル基、置換もしくは無置換の炭素数１～５０のアルコキシ基、置換もし
くは無置換の炭素数６～５０のアラルキル基、置換もしくは無置換の環形成原子数５～５
０のアリールオキシ基、置換もしくは無置換の環形成原子数５～５０のアリールチオ基、
置換もしくは無置換の炭素数１～５０のアルコキシカルボニル基、カルボキシ基、ハロゲ
ン原子、シアノ基、ニトロ基、ヒドロキシル基である。
　ａ、ｂ及びｃは、それぞれ０～４の整数である。
　ｎは１～３の整数である。また、ｎが２以上の場合は、［　］内は、同じでも異なって
いてもよい。）
【００２８】
　下記式（４）で表される非対称モノアントラセン誘導体。
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【化８】

【００２９】
（式中、Ａｒ３及びＡｒ４は、それぞれ独立に、置換もしくは無置換の環形成炭素数６～
５０の芳香族環基であり、ｍ及びｎは、それぞれ１～４の整数である。ただし、ｍ＝ｎ＝
１でかつＡｒ３とＡｒ４のベンゼン環への結合位置が左右対称型の場合には、Ａｒ３とＡ
ｒ４は同一ではなく、ｍ又はｎが２～４の整数の場合にはｍとｎは異なる整数である。
　Ｒ１１～Ｒ２０は、それぞれ独立に、水素原子、置換もしくは無置換の環形成炭素数６
～５０の芳香族環基、置換もしくは無置換の環形成原子数５～５０の芳香族複素環基、置
換もしくは無置換の炭素数１～５０のアルキル基、置換もしくは無置換のシクロアルキル
基、置換もしくは無置換の炭素数１～５０のアルコキシ基、置換もしくは無置換の炭素数
６～５０のアラルキル基、置換もしくは無置換の環形成原子数５～５０のアリールオキシ
基、置換もしくは無置換の環形成原子数５～５０のアリールチオ基、置換もしくは無置換
の炭素数１～５０のアルコキシカルボニル基、置換もしくは無置換のシリル基、カルボキ
シ基、ハロゲン原子、シアノ基、ニトロ基、ヒドロキシル基である。）
【００３０】
　下記式（５）で表される非対称アントラセン誘導体。
【化９】

【００３１】
（式中、Ａ１及びＡ２は、それぞれ独立に、置換もしくは無置換の環形成炭素数１０～２
０の縮合芳香族環基である。
　Ａｒ５及びＡｒ６は、それぞれ独立に、水素原子、又は置換もしくは無置換の環形成炭
素数６～５０の芳香族環基である。
　Ｒ２１～Ｒ３０は、それぞれ独立に、水素原子、置換もしくは無置換の環形成炭素数６
～５０の芳香族環基、置換もしくは無置換の環形成原子数５～５０の芳香族複素環基、置
換もしくは無置換の炭素数１～５０のアルキル基、置換もしくは無置換のシクロアルキル
基、置換もしくは無置換の炭素数１～５０のアルコキシ基、置換もしくは無置換の炭素数
６～５０のアラルキル基、置換もしくは無置換の環形成原子数５～５０のアリールオキシ
基、置換もしくは無置換の環形成原子数５～５０のアリールチオ基、置換もしくは無置換
の炭素数１～５０のアルコキシカルボニル基、置換もしくは無置換のシリル基、カルボキ
シ基、ハロゲン原子、シアノ基、ニトロ基又はヒドロキシル基である。
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　Ａｒ５、Ａｒ６、Ｒ２９及びＲ３０は、それぞれ複数であってもよく、隣接するもの同
士で飽和もしくは不飽和の環状構造を形成していてもよい。
　ただし、式（５）において、中心のアントラセンの９位及び１０位に、該アントラセン
上に示すＸ－Ｙ軸に対して対称型となる基が結合する場合はない。）
【００３２】
　下記式（６）で表されるアントラセン誘導体。
【化１０】

【００３３】
（式中、Ｒ３１～Ｒ４０は、それぞれ独立に水素原子，アルキル基，シクロアルキル基，
置換しても良いアリール基，アルコキシ基，アリーロキシ基，アルキルアミノ基，アルケ
ニル基，アリールアミノ基又は置換しても良い複素環式基を示し、ａ及びｂは、それぞれ
１～５の整数を示し、それらが２以上の場合、Ｒ３１同士又はＲ３２同士は、それぞれに
おいて、同一でも異なっていてもよく、またＲ３１同士又はＲ３２同士が結合して環を形
成していてもよいし、Ｒ３３とＲ３４，Ｒ３５とＲ３６，Ｒ３７とＲ３８，Ｒ３９とＲ４

０がたがいに結合して環を形成していてもよい。Ｌ１は単結合、－Ｏ－，－Ｓ－，－Ｎ（
Ｒ）－（Ｒはアルキル基又は置換しても良いアリール基である）、アルキレン基又はアリ
ーレン基を示す。）
【００３４】
　下記式（７）で表されるアントラセン誘導体。
【化１１】

【００３５】
（式中、Ｒ４１～Ｒ５０は、それぞれ独立に水素原子，アルキル基，シクロアルキル基，
アリール基，アルコキシ基，アリーロキシ基，アルキルアミノ基，アリールアミノ基又は
置換しても良い複数環式基を示し、ｃ，ｄ，ｅ及びｆは、それぞれ１～５の整数を示し、
それらが２以上の場合、Ｒ４１同士，Ｒ４２同士，Ｒ４６同士又はＲ４７同士は、それぞ
れにおいて、同一でも異なっていてもよく、またＲ４１同士，Ｒ４２同士，Ｒ４６同士又
はＲ４７同士が結合して環を形成していてもよいし、Ｒ４３とＲ４４，Ｒ４８とＲ４９が
たがいに結合して環を形成していてもよい。Ｌ２は単結合、－Ｏ－，－Ｓ－，－Ｎ（Ｒ）
－（Ｒはアルキル基又は置換しても良いアリール基である）、アルキレン基又はアリーレ
ン基を示す。）
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【００３６】
　上記のアントラセン誘導体は、有機ＥＬ素子の発光層のホストとして高性能である。従
って、本発明の有機ＥＬ材料含有溶液を用い塗布法によって成膜した有機ＥＬ薄膜は、発
光効率、寿命、色純度等の点で優れた性能を有する。
　上記のアントラセン誘導体の中でも、式（３）で表されるものが好ましい。
また、アントラセン誘導体は、発光層におけるホスト材料として使用することが好ましい
。以下に具体例を示す。
【００３７】
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【化１７】

【００３８】
　本発明の有機ＥＬ材料組成物は、さらに、ドーパントを含有してもよい。
　ドーパントとしては、下記式（８）で表されるスチリルアミン誘導体又は式（９）で表
されるアリールアミン誘導体が好ましい。
【００３９】

【化１８】

【００４０】
（式中、Ａｒ１１は、ベンゼン、ビフェニル、テルフェニル、スチルベン又はジスチリル
アレーンに対応する残基であり、Ａｒ１２及びＡｒ１３は、それぞれ水素原子又は炭素数
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～４の整数である。Ａｒ１１～Ａｒ１３のうち少なくとも一つは、スチリル基又はスチリ
ル基を有する基である。）
【００４１】
　ここで、炭素数が６～２０の芳香族基としては、フェニル基、ナフチル基、アントラセ
ニル基、フェナントリル基、テルフェニル基等が好ましい。
【００４２】
【化１９】

（式中、Ａｒ１４は、置換又は無置換の環形成炭素数５～４０のアレーンに対応する残基
である。Ａｒ１５及びＡｒ１６はそれぞれ、置換又は無置換の環形成炭素数５～４０のア
リール基である。ｑは、１～４の整数である。）
【００４３】
　ここで、環形成原子数が５～４０のアリール基としては、フェニル、ナフチル、アント
ラセニル、フェナントリル、ピレニル、コロニル、ビフェニル、テルフェニル、ピローリ
ル、フラニル、チオフェニル、ベンゾチオフェニル、オキサジアゾリル、ジフェニルアン
トラセニル、インドリル、カルバゾリル、ピリジル、ベンゾキノリル、フルオランテニル
、アセナフトフルオランテニル、スチルベニル等が好ましい。尚、環形成原子数が５～４
０のアリール基は、さらに置換基により置換されていてもよく、好ましい置換基としては
、炭素数１～６のアルキル基（エチル基、メチル基、イソプロピル基、ｎ－プロピル基、
ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロペンチル基、シクロヘキ
シル基等）、炭素数１～６のアルコキシ基（エトキシ基、メトキシ基、イソプロポキシ基
、ｎ－プロポキシ基、ｓ－ブトキシ基、ｔ－ブトキシ基、ペントキシ基、ヘキシルオキシ
基、シクロペントキシ基、シクロヘキシルオキシ基等）、環形成原子数５～４０のアリー
ル基、環形成原子数５～４０のアリール基で置換されたアミノ基、環形成原子数５～４０
のアリール基を有するエステル基、炭素数１～６のアルキル基を有するエステル基、シア
ノ基、ニトロ基、ハロゲン原子（塩素、臭素、ヨウ素等）が挙げられる。
【００４４】
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【化３１】

【００４５】
　本発明の有機ＥＬ材料組成物において、アントラセン誘導体の重量濃度（誘導体×１０
０／溶媒）は０．０１ｗｔ％以上が好ましい。特に、発光層はホスト、又はホスト及びド
ーパントとから構成されているが、ホストは発光層の大部分を構成するため、ホストの濃
度が著しく小さいと発光層を所定の膜厚に成膜することができない。従って、０．０１ｗ
ｔ％よりも低い場合、均一膜厚で形成することが困難となるおそれがある。
　通常、有機ＥＬ素子の有機薄膜層の膜厚は１０～１００ｎｍであり、５０ｎｍ程度の場
合が多い。膜厚が５０ｎｍよりも薄いと発光性能の低下や大幅な色調のずれ等の不具合を
生じるおそれがある。５０ｎｍ以上の膜厚を容易に形成するには、アントラセン誘導体の
濃度は０．０５ｗｔ％以上であることが好ましい。
【００４６】
　有機ＥＬ材料組成物がドーパントを含有する場合、ドーパントの含有率はホスト材料の
０．０１～２０ｗｔ％とすることが好ましい。
【００４７】
　本発明の有機ＥＬ材料組成物には、必要に応じて、粘度調整剤、酸化防止剤、光安定剤
、重合禁止剤、表面張力調整剤、フィラー、界面活性剤、消泡剤、レベリング剤、帯電防
止剤等を添加することができる。
　例えば、粘度調整液としては、アルコール系溶液、ケトン系溶液、パラフィン系溶液及
びアルキル置換芳香族系溶液等が挙げられる。
　好ましくは、アルコール系溶液、アルキル置換芳香族系溶液である。
　アルコール系溶液としては、メタノールやエタノール、プロパノール、ブタノール、ペ
ンタノール、ヘキサノール、オクタノール、ノナノール、デカノール、シクロヘキサノー
ル、メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、エチレングリコール、プロパンジオール、ブ
タンジオール、ベンジルアルコール、等が例として挙げられる。上記アルコールは直鎖、
分岐構造のどちらでも良い。
　アルキル置換芳香族系溶液としては、直鎖又は分岐のブチルベンゼン、ドデシルベンゼ
ン、テトラリン、シクロヘキシルベンゼン、１，１－ビス（３，４－ジメチルフェニル）
エタン等が挙げられる。
【００４８】
　酸化防止剤としては、例えば、Ｌ－アスコルビン酸（ビタミンＣ）、エリソルビン酸（
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イソアスコルビン酸）、カテキン、トコフェロール（ビタミンＥ）、ＢＨＴ（ジブチルヒ
ドロキシトルエン）、ＢＨＡ（ブチルヒドロキシアニソール）、亜硫酸ナトリウム、二酸
化硫黄等が挙げられる。さらには、フェノール基、アルデヒド基、ホスフィノ基、ホスフ
ァイト基、チオール基、ジチオ基、アミノ基、イミノ基、の群から選ばれる官能基を有す
ることが好ましい。
【００４９】
　光安定剤（ＨＡＬＳ）としては、例えば、それらの機能面から、光エネルギーを熱エネ
ルギーに変換する機能を有するものや、ラジカル捕捉機能を有するものがあるが、いずれ
の機能を有するものであっても、蛍光量子収率低下の抑止作用や色度の安定性を向上させ
る作用効果を有している。そして、これら光安定剤の中でも、ラジカル捕捉機能を有する
ものが、特にこれら特性の向上効果に優れ、具体的にはヒンダードアミン系光安定剤が好
ましい。さらに、このヒンダードアミン系光安定剤の中でも、アルコキシアミン系やアセ
チル化アミン系のヒンダードアミン系光安定剤が好ましい。
【００５０】
　これら粘度調整剤、酸化防止剤、光安定剤、重合禁止剤、表面張力調整剤、フィラー、
界面活性剤、消泡剤、レベリング剤、帯電防止剤等は、単独で使用してもよく、機能の異
なる添加剤を複数種混合しても、あるいは同一機能を有する添加剤を複数種混合して添加
してもよい。
【００５１】
　尚、本発明の組成物は、溶媒、アントラセン誘導体、及び任意にドーパントから実質的
になっていてもよく、また、これらの成分のみからなっていてもよい。「実質的になる」
とは、上記組成物が、主に溶媒、アントラセン誘導体、及び任意にドーパントからなるこ
とであり、これらの成分の他に上記の添加剤を含み得ることである。
【００５２】
　塗布法に用いる有機ＥＬ材料組成物としては、所定量以上に有機ＥＬ材料を含有するこ
とに加えて、所定の粘度を有することが必要である。
　例えば、スピンコート、インクジェット、ノズルプリンティング等の塗布法で有機ＥＬ
薄膜を成膜する場合、溶液の粘度としては数ｃＰ以上が必要である。
　また、インクジェット法に用いる場合、溶液の粘度は６ｃＰ以上であることがより好ま
しく、７ｃＰ以上であることがさらに好ましい。
　粘度の上限値は、厚さ数１０ｎｍの薄膜を成膜することができれば特に限定されないが
、例えば、１００ｃＰ程度とすることが挙げられる。
【００５３】
　一方、スリットコート法等による塗布にて成膜する場合、好ましくは数ｃＰ以下、より
好ましくは３ｃＰ以下であることが好ましい。
　尚、有機ＥＬ材料組成物は、塗布液中に０．５μｍ以上、より好ましくは０．２μｍ以
上の固体又は粉末状物質が混じっていないことが好ましい。
【００５４】
　本発明の有機ＥＬ材料組成物の調製方法は特に限定されず、上述した組成物の構成材料
を混合し、溶媒に溶解、分散できればよい。
　例えば、加熱法、加熱還流法、加圧法、撹拌法、超音波照射法、電磁波照射法、ビーズ
ミル分散法、ジェットミル分散法、振動法、又はこれら二種以上をあわせて実施して調製
することが好ましい。
【００５５】
　続いて本発明の薄膜形成方法について説明する。
　本発明の薄膜形成方法は、上述した本発明の有機ＥＬ材料組成物を、基体上に塗布して
製膜した後、溶媒を取り除くことにより薄膜を形成する。
　基体としては、有機ＥＬ素子の基板や、正孔注入層等の有機薄膜層や電極等が形成され
た基板等が挙げられる。
【００５６】
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　有機ＥＬ材料組成物の塗布・製膜方法は、特に限定されず、例えば、ディッピング法、
スピンコート法、キャスティング法、グラビアコート法、バーコート法、スリットコート
法、ロールコート法、ディップコート法、スプレーコート法、スクリーン印刷法、フレキ
ソ印刷法、オフセット印刷法、インクジェットプリント法、ノズルジェットプリント法等
の塗布法による公知の方法が採用できる。
【００５７】
　上記の方法で製膜した後、溶媒を取り除くことにより薄膜を形成する。溶媒の除去は、
自然乾燥、加熱乾燥、加圧又は減圧乾燥、ガスフロー乾燥、又はこれらの組み合わせ等に
より行うことが好ましい。
【００５８】
　得られる薄膜の膜厚は特に制限されないが、一般に膜厚が薄すぎるとピンホール等の欠
陥が生じやすく、逆に厚すぎると高い印加電圧が必要となり効率が悪くなる。通常は数ｎ
ｍから１μｍの範囲が好ましい。尚、膜厚は組成物におけるアントラセン誘導体の含有率
や、組成物の粘度等を調整することで制御できる。
【００５９】
　続いて本発明の有機ＥＬ素子について説明する。
　本発明の有機ＥＬ素子は、陽極と陰極と、陽極と陰極の間に、発光層を含む一層以上の
有機薄膜層を有する。そして、有機薄膜層の少なくとも一層が上述した形成方法で得た薄
膜である。
【００６０】
　有機ＥＬ素子の有機薄膜層としては、例えば、正孔注入層、正孔輸送層、発光層、電子
輸送層、電子注入層等があり、これら有機薄膜層が積層されていることが好ましい。本発
明では、有機薄膜層の少なくとも一層が、上述した本発明の有機ＥＬ材料組成物を使用し
て形成した薄膜であればよい。その他、有機ＥＬ素子を構成する、基板、電極、有機薄膜
層等は特に限定されず、公知の材料が使用できる。また、素子構成についても公知の構成
が採用できる。
　特に発光層が本発明の組成物を使用した薄膜であることが好ましい。
　発光層は、ホスト材料、又はホスト材料及びドーパント材料で構成される。ドーパント
を添加した場合、ホスト材料からドーパント材料にエネルギー移動等が生じ、ドーパント
材料が発光機能を担う。
【００６１】
　本発明の組成物を用いて有機ＥＬ素子を製造することにより、有機ＥＬ素子の性能（発
光効率、寿命、色純度等）が向上できる。特に組成物の経時変化が小さく、組成物中の水
分量の増加、酸素量の増加又は溶解していた有機ＥＬ材料の析出等が抑制できる。その結
果、組成物の保存による素子の性能低下を抑制できる。
【実施例】
【００６２】
　以下、本発明を実施例にもとづいて詳細に説明するが、本発明はその要旨を越えない限
り、以下の実施例に限定されない。尚、実施例等で使用したアントラセン誘導体（ホスト
）及びドーパントの構造を下記に示す。
【００６３】
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【化３３】

【００６４】
実施例１
（１）有機ＥＬ材料組成物の調製
　ガラス瓶に、アントラセン誘導体である化合物Ｈ９を０．２ｇ、ドーパントである化合
物Ｄ１を０．０２ｇ、及びインデンを１０ｇを加え撹拌することにより有機ＥＬ材料組成
物を作製した。アントラセン誘導体の濃度は２ｗｔ％であり、Ｈ１とＤ１の比（重量）は
１００：１０である。
　この組成物について、溶液中に不溶物が無いことを目視で確認した。
【００６５】
（２）有機ＥＬ素子の作製
　２５ｍｍ×７５ｍｍ×１．１ｍｍ厚のＩＴＯ透明電極付きガラス基板（ジオマティック
社製）をイソプロピルアルコール中で超音波洗浄を５分間行なった後、ＵＶオゾン洗浄を
３０分間行なった。
　その基板の上に、スピンコート法で正孔注入層に用いるポリエチレンジオキシチオフェ
ン・ポリスチレンスルホン酸（ＰＥＤＯＴ：ＰＳＳ）を１００ｎｍの膜厚で成膜した。
　次いで、下記ポリマー１（Ｍｗ：１４５０００）のトルエン溶液（０．６ｗｔ％）をス
ピンコート法で２０ｎｍの膜厚で成膜し、１７０℃で３０分間乾燥した。このポリマー１
膜は、正孔輸送層として機能する。
【００６６】
【化３４】

【００６７】
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　次いで、上記（１）で調製した組成物溶液を用いてスピンコート法で成膜し、１８０℃
で３０分間、窒素気流下で乾燥し、発光層を形成した。膜厚は５０ｎｍであった。
　発光層の上に膜厚１０ｎｍのトリス（８－キノリノール）アルミニウム膜（以下「Ａｌ
ｑ膜」と略記する。）を成膜した。このＡｌｑ膜は、電子輸送層として機能する。
　この後、還元性ドーパントであるＬｉ（Ｌｉ源：サエスゲッター社製）とＡｌｑを二元
蒸着させ、電子注入層（陰極）としてＡｌｑ：Ｌｉ膜を形成した。このＡｌｑ：Ｌｉ膜上
に金属Ａｌを蒸着させ、金属陰極を形成し有機ＥＬ素子を作製した。
【００６８】
　この有機ＥＬ素子は青色発光し、発光面は均一であった。発光効率は５．２ｃｄ／Ａで
あり、初期輝度１，０００ｃｄ／ｍ２の時の輝度半減時間は１，５００ｈｒであった。
【００６９】
（３）有機ＥＬ材料組成物の保存安定性
　上記（１）で調製した組成物を、調製後２週間、室温下にて密封状態で放置した。放置
後の組成物を用いて、上記（２）と同様に有機ＥＬ素子を作製した。
　有機ＥＬ材料組成物の配合、性状及び成膜性を表１に示す。
　尚、表中の「組成物の性状」は、組成物調製後２週間経過した後の組成物中に不溶物が
無いかを目視で観察した結果であり、不溶物がなく、透明であるものを良好とし、不溶物
がある場合を不良とした。
　「成膜性」は乾燥後の膜にハジキ、膜ムラ、析出物等がない場合を○、膜に膜ムラが観
察される場合を△、膜中にハジキ、膜ムラ、析出等のいずれか２項目以上が観察された場
合を×とした。
【００７０】
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【表２】
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【表３】



(42) JP WO2010/032447 A1 2010.3.25

10

20

30

40

50

【表４】

【００７１】
実施例２～８７
　表１に示すアントラセン誘導体（ホスト）、ドーパント及び溶媒を使用した他は、実施
例１と同様にして有機ＥＬ材料組成物、有機ＥＬ素子を作製し、評価した。
　結果を表１～４に示す。
【００７２】
比較例１
　溶媒として１－メチル－２－ピロリジノンを用いた他は、実施例１と同様にして有機Ｅ
Ｌ材料組成物、有機ＥＬ素子を作製し、評価した。
　この素子は青色発光し、発光面は均一であった。このときの発光効率４．１ｃｄ／Ａと
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低下した。結果を表１に示す。
【００７３】
比較例２，３
　表１に示すアントラセン誘導体（ホスト）、ドーパント及び溶媒を使用した他は、実施
例１と同様にして有機ＥＬ材料組成物、有機ＥＬ素子を作製し、評価した。結果を表１に
示す。
【産業上の利用可能性】
【００７４】
　本発明の有機ＥＬ材料組成物は、有機ＥＬ素子の有機薄膜層、特に発光層の形成に用い
る塗布液として好適に使用できる。
　本発明の有機ＥＬ素子は、各種ディスプレイ、平面発光体、ディスプレイのバックライ
ト等の光源、携帯電話、ＰＤＡ、カーナビゲーション、車のインパネ等の表示部、照明等
に好適に使用できる。
　この明細書に記載の文献の内容を全てここに援用する。
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